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移動手段の確保対策の取り組みについて 

 

    

１．これまでの取り組み 

☆通院や買い物等、日常生活に必要な移動手段を確保するための、調査や車両購入、新たな

取り組みの実証運行等に係る市町村の取り組みを支援。 

（H20～H27年度補助実績 ３０市町村 １１８件） 

☆市町村担当職員研修会・現地視察会の開催 

☆「中山間地域における移動手段確保対策の手引き」の作成・配布 

 

 

２．課題 

★地域公共交通に関する専門知識を有する人材が不足 

 （県内３４市町村中、交通政策を所管する専門部署を設置しているのは高知市のみ） 

★市町村による取り組みの濃淡 

 （県内３４市町村中、地域公共交通会議等を設置しているのは、２５市町村） 

★生活用品確保と合わせた効率的な仕組みの構築（貨客混載など） 

 

      

３．平成２８年度の取り組みの方向性 

☆市町村の取り組みに対する支援の継続 

☆取り組み箇所の拡大に向けた市町村人材育成の強化 

 

 

４．平成２８年度の取り組み 

☆市町村の実情に応じた移動手段の確保・維持に向けた取り組みへの支援 

（H28年度実施予定 １９市町村 ２０件） 

☆地域公共交通が設置されていない市町村や移動手段確保対策研修会への参加率が低い市 

町村を対象とした、エリア別研修会を開催。（H26 市町村交通担当者向けアンケートでは、 

管内に交通不便地域が存在していると答えた市町村が２９市町村あり、うち８市町村では 

地域公共交通会議が未設置。） 

☆市町村実態調査の実施 

 ・生活用品確保に関する実態と、移動手段確保対策との関連を合わせて把握し、取り組み 

  を促すとともに、より効率的な仕組み（貨客混載など）の導入を検討。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県総合戦略におけるＫＰＩ：地域公共交通会議が設置されている市町村数 

             (H26)２５市町村 → (H31)３４市町村 
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５．その他 

☆国の規制緩和等の活用を検討。 

 

◇自家用有償旅客運送における旅客の範囲の拡大（Ｈ27.4.1 省令改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     市町村長 

                     

 

国（運輸支局）届出 

 

平成 27 年 11 月～ 宿毛市沖の島循環バス（市町村運営有償運送）が運用を開始 

 

※他の市町村にも研修等を通して先進的取り組みの周知を行い、地域の特性を活かした新た

なサービスの検討を促す。 

 

 

 

 

 

 

地域住民や当該市町村に日常の用務を有

する人に限定 

地域の住民、学生、勤務者 等 

                       

       

 

従来の旅客の範囲 

 

旅行者等、地域外からの来訪者 

※地域の交通が著しく不便であること、その

他交通手段を確保することが必要な事情が

あることを市町村長が認めた場合に限る。 

     

新たに対象となる旅客 

プラス 



「移動手段の確保対策」 市町村の取り組み状況 

東洋町 

室戸市 

北川村 

奈半利町 

安田町 

馬路村 

安芸市 
芸西村 

香南市 

香美市 

南国市 高知市 

大豊町 

本山町 
土佐町 

大川村 

いの町 仁淀川町 

越知町 

日高村 佐川町 

土佐市 

須崎市 

中土佐町 

津野町 

梼原町 

四万十町 

四万十市 

黒潮町 

大月町 
土佐清水市 

宿毛市 

三原村 

田野町 

移動手段確保の手法  市町村数 
市町村名 

（下線：地域公共交通会議を設置している市町村） 

 路線バス 
 （単一市町村内で完結 
  する生活路線バス） 

 

  
 民営 
 （緑ﾅﾝﾊﾞｰ） 

１５ 
※5 

  香美市、南国市、高知市、土佐町、土佐市※、佐川町、越知町、 
 梼原町、中土佐町※、四万十町※、黒潮町※、四万十市※、 
 土佐清水市、宿毛市、大月町 

 ※：コミュニティバス（市町村が通常の路線バスではカバーしにくいきめ細かい需要に対応するため、主体的に計画する中で運賃や路線等 
    工夫を凝らし、運行を確保しているバス）を運行している市町村。 

 
市町村営 
（白ﾅﾝﾊﾞｰ）  

有償 １３ 
 北川村、安芸市、芸西村、香美市、香南市、いの町、日高村、 
 仁淀川町、須崎市、津野町、四万十市、宿毛市、三原村 

無償 ４  東洋町、大豊町、大川村、越知町 

 デマンド型乗合タクシー ６  大豊町、南国市、高知市、いの町、四万十市、土佐清水市 

 公共交通空白地有償運送 ３  いの町、梼原町、土佐清水市 

 スクール専用バスへの一般客混乗 ７  安田町、大豊町、いの町、須崎市、津野町、梼原町、宿毛市 

  交通空白地対策としての 
 タクシーチケット 

３  室戸市、北川村、須崎市 

計   延べ５１市町村 （重複を除くと ３０市町村 下線あり：２４市町村） 

平成２８年１月末現在 

【日高村】 
Ｈ27.2.12 日高村地域公共交通会議を
設置。 
Ｈ27.9月～村内デマンドバスを有償化し、
ＪＲ伊野駅まで運行。（朝夕定期運行。
それ以外の時間はデマンド運行。） 

【佐川町】 
H27.5.27 佐川町地域公共交通会議を設置。 
住民ニーズ調査や、交通不便地域住民との意見交換を
経て、新たな移動手段（コミュニティバス等）の運行計画
を検討・策定中。 
 

【大川村】 
Ｈ27.12月に高齢者への配食・買物代行・買物送迎を同
時に行うサービスの試験運行を実施。 
平成28年度以降、村内公共交通の拡充と合わせたサー
ビスを検討予定。 

【宿毛市】 
Ｈ27.11月～沖の島循環バスの旅客範囲を
拡大。新たに島外からの来訪者も対象とし
た。 
Ｈ27.9～12月に市全域のニーズ調査を実
施。公共交通空白地への新たな移動手段
の導入に向けて具体策の検討中。 

【越知町】 
Ｈ27.2.26 越知町地域公共交通会議
を設置。既存の民営バスを含めた町
全体の公共交通の見直しを実施中。 

【中土佐町】 
Ｈ27.10月～コミュニティバス車両を
２台に増設し、大野見地区（３路線）
久礼地区（６路線）で同時運行する
など、地域内交通の再編を実施。 

【津野町】 
Ｈ27.10月～地域公共交通の改善に
向けた、住民ニーズ等の調査を実
施。平成28年度に具体策を検討予
定。 

【田野町】 
Ｈ27.12.4田野町地域公共交通検討会を設置。 
Ｈ28.1月に地域公共交通の改善に向けた、住民ニーズ
等の調査を実施。平成28年度に具体策を検討予定。 

【本山町】 
Ｈ28.2月に地域公共交通の改善に向けた、住民ニーズ
等の調査を実施。平成28年度に具体策を検討予定。 

移動手段確保対策の取り組みを行っている市町村（Ｈ27.10.31時点） 
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